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「脱炭素化」との両輪で社会実装が期待される「サーキュラーエコノミー」 
－地方創生の観点からも期待される「サーキュラーエコノミー」の実現－ 

 
 

 経済産業省によると、世界やわが国が目指す方向性として、「『環境』『社会』『経済』

の好循環を生み出し、『サステナブル（持続可能）な社会』を実現することによる、

「Planetary Boundaries（プラネタリー・バウンダリー、地球の限界）を超えない活動

の維持」と「Well-Being（幸福）の実現」の同時達成」が挙げられている。 

 サーキュラーエコノミーの実現に向けた主な政策の動きでは、2001 年の「資源の有効

な利用の促進に関する法律」で、「３Ｒ（リサイクル・リデュース・リユース）」が法

制化したことは、サーキュラーエコノミーの実現に向けて大きなターニングポイント

であるといえよう。2020 年に策定された「循環経済ビジョン 2020」では、「３Ｒ」を

さらに深化させ、リニアエコノミーからサーキュラーエコノミーへの転換を目指して

いく姿勢が示されている。 

 サーキュラーエコノミー関連の市場規模は、2030 年までに世界全体で 4.5 兆米ドル、

国内では 80 兆円にまで大きく拡大することが見込まれる等、その成長可能性は大いに

期待されている。 
 

１．「脱炭素化」と並んで社会実装が求められる「サーキュラーエコノミー」 

 経済産業省 産業技術環境局（2023 年９月）によると、世界やわが国が目指す方向性とし

て、「『環境』『社会』『経済』の好循環を生み出し、『サステナブル（持続可能）な社

会』を実現することによる、「Planetary Boundaries（プラネタリー・バウンダリー、地

球の限界）を超えない活動の維持」と「Well-Being（幸福）の実現」の同時達成」が挙げら

れている。また、サーキュラーエコノミー（循環経済）が喫緊の課題とされている背景と

して、図表１が示されている。なお、経済産業省が 2020 年５月に公表した「循環経済ビジ

ョン 2020（概要）」では、サーキュラーエコノミー（循環経済）は「あらゆる段階で資源

の効率的・循環的な利用を図りつつ、付加価値の最大化を図る経済」、一方のリニアエコ

ノミー（線形経済）は「大量生産・大量消費・大量廃棄の一方向の経済（調達、生産、消

費、廃棄といった流れが一方向の経済システム）」と定義されている。 

 信金中央金庫は、中期経営計画『ＳＣＢストラテジー2022』において、信用金庫業界独

自のグリーン戦略を通じて「信用金庫＝グリーン」のブランドイメージの定着を企図し、

2021 年９月から、「しんきんグリーンプロジェクト」を推進している1が、サステナブルな

社会の実現に向けては、社会的な要請として、「脱炭素化」と並んで、サーキュラーエコ

 
1 信金中央金庫ホームページ（https://www.shinkin-central-bank.jp/investor/plan/）を参照 
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ノミーの社会実装も求められているといえよう。 

 そこで本稿では、サーキュラーエコノミーを巡る主な政策の変遷について紹介したい。 

（図表１）サーキュラーエコノミーの確立に向けた問題意識 

 

（出所）経済産業省 産業技術環境局（2023 年 11 月）５頁 

２．サーキュラーエコノミーを巡る主な政策の変遷 

 経済産業省 産業技術環境局（2023 年 11 月）によると、わが国のサーキュラーエコノミ

ーを巡る主な政策の動きは、図表２のとおりである。 

（図表２）サーキュラーエコノミーを巡る政策の変遷 

 

（出所）経済産業省 産業技術環境局（2023 年９月）41 頁 
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このうち、2001 年の「資源の有効な利用の促進に関する法律」で、それまでの「リサイ

クル」に加えて「リデュース」と「リユース」が加わり、いわゆる「３Ｒ」が法制化したこ

とは、サーキュラーエコノミーの実現に向けて大きなターニングポイントになったといえ

よう。2020 年には、「循環経済ビジョン 2020」が策定され、「３Ｒ」をさらに深化させ、

リニアエコノミーからサーキュラーエコノミーへの転換を目指していく姿勢が示された。

また、「循環経済ビジョン 2020」を踏まえ、経済産業省は、2023 年３月、資源循環経済政

策の再構築等を通じた国内の資源循環システムの自律化・強靱化と国際市場獲得を目指し、

総合的な政策パッケージとして「成長志向型の資源自律経済戦略」を策定した2。この戦略

の実現に向けた具体的なアクションとして、2023 年９月から、サーキュラーエコノミーに

関する産学官のパートナーシップの会員募集3が行われている。 

 中国は、2017 年１月から、「輸入廃棄物管理目録」を公表した上で海外からの廃棄物輸

入を制限し始め、2021 年１月からは、すべての固体廃棄物の輸入を禁止している。中国へ

の輸出依存度が高かった品目についてはリサイクルの流れに影響があったといわれ、その

ほかのアジア諸国やＥＵでも、資源を海外に流出させず域内で再生・再利用する動きが出

る中4、わが国でも、資源を循環させることが喫緊の課題になっているといえよう。 

３．地方創生の観点からも期待される「サーキュラーエコノミー」の実現 

 サーキュラーエコノミー関連の市

場規模は、2030 年までに世界全体で

4.5 兆米ドル、国内では 80 兆円にま

で大きく拡大することが見込まれる

等、その成長可能性は大いに期待され

ている（図表３）。 

こうした中、経済産業省は、ＣＥ（サ

ーキュラーエコノミー）地域循環モデ

ルの創出を念頭に、自治体における取

組みを加速するため、対象自治体を選

定し、実現可能性調査（ＣＥ都市モデ

ル調査）を実施している。具体的に、

2022 年度からは、広島県、和歌山県、

蒲郡市（愛知県）、薩摩川内市（鹿児

島県）、2023 年度は、埼玉県、愛知県、

仙台市（宮城県）、川崎市（神奈川県）、

神戸市（兵庫県）、北九州市（福岡県）

で取り組んでいる5。岸田首相は、2023 年 10 月 11 日開催の「サーキュラーエコノミーに関

する車座対話」において、産学官の取組み等の実施とともに、地方創生の観点も踏まえた

 
2 経済産業省ホームページ（https://www.meti.go.jp/press/2022/03/20230331010/20230331010.html）を参照 
3 経済産業省ホームページ（https://www.meti.go.jp/press/2023/09/20230912002/20230912002.html）を参照 
4 詳細は、経済産業省ホームページ（https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/ 
resource_circulation/pdf/001_05_00.pdf）pp46-47 を参照 
5 https://messe.nikkei.co.jp/files/EP7422/4-202311161445170309.pdf を参照 

（図表３）サーキュラーエコノミーの成長可能性 

 
 （出所）経済産業省 産業技術環境局（2023 年９月）57 頁 
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サーキュラーエコノミー政策を中長期的に重要な柱に位置づけていきたいと表明している。 

産業企業情報 No.2023-166（2023 年 12 月１日）で紹介した（株）ウエルクリエイト（福

岡県北九州市）のように、サーキュラーエコノミーという概念が広がり始めた 2010 年代の

早い時期から、「サーキュラーエコノミーの実現が同社の使命である」と見定め、サーキ

ュラーエコノミーの実現に向けた動きを加速している中小企業の事例がある。信用金庫に

おいては、“強み”である金融面での提案力にとどまらず、外部ネットワークを積極的に

活用し、お互いの“強み”を持ち寄った「総力戦」で、サーキュラーエコノミーの実現に

向けて意欲に燃えた中小企業経営者に寄り添う伴走支援も求められているといえるのでは

ないだろうか。 

                                    以 上 
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